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研究の概要 

永年にわたる開発努力にもかかわらず、多くの開発途上国には依然として深刻な絶対的貧困の 

問題が残っている。その中には戦前日本が抱えていたのと共通の問題も含まれる。本研究はそ 

こで、途上国における貧困削減・経済開発のために有益な、経済発展論・開発戦略の長期的な 

方向性を示すことを目的に、開発経済学・比較経済史の研究者を中心に共同研究グループを組 

織し、現アジア・アフリカ両地域と高度経済成長以前の日本を中心に、独自のデータベースを 

構築し、制度採択の決定要因・影響、政策の効果などについて実証的に分析する。 
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１．研究開始当初の背景 
 永年にわたる開発努力にもかかわらず、多
くの途上国には依然として深刻な絶対的貧
困の問題が残っている。国際連合は 2000 年
に、2015 年までの「ミレニアム開発目標」
を採択し、途上国における貧困削減・経済開
発を、地球規模の喫緊の課題と位置づけたが、
多くの目標の達成が困難であると見込まれ
ており、より効果的な政策が求められている。
客観的根拠に基づいた貧困削減・経済発展の
政策設計が、一層重要なものとなっている。 
 
２．研究の目的 
 途上国における貧困削減・経済開発のため
に有益な、経済発展論・開発戦略の長期的な
方向性を示すことを目的とする。言い換えれ
ば、開発経済学と途上国経済論に関する新た
な「知」の創生が目的である。 
 
３．研究の方法 
開発経済学・比較経済史の研究者を中心に

組織された共同研究グループによって、現ア
ジア・アフリカ両地域と高度経済成長以前の
日本を中心に、制度や組織に注目した独自の
データ収集を進め、制度採択の決定要因、そ
の影響、政策の効果などについて実証的に分
析する。そしてこのような実証分析を複数時
点・複数地域に関して統一的に行い、新しい
比較経済発展論の構築を目指す。 

４．これまでの成果 
 現在の途上国の分析と戦前日本など現在
の先進国がまだ貧しかった時期の分析を長
期的視野に立って組み合わせること、マクロ
諸変数とマイクロデータの分析を組み合わ
せることが、比較経済発展論のコアとなる。
このアプローチが、現途上国における持続的
な経済成長と貧困削減に資するような政
策・制度を明らかにする上で、有効であるこ
とが判明した。このアプローチは、開発経済
学で近年頻繁に用いられている無作為政策
実験(RCT)では分析が困難な、長期的経済発
展にとって重要な大きな論点の分析を可能
にする。具体的な研究成果を 3点挙げる。 

 第 1に、長期経済発展・貧困削減と自然災
害への脆弱性の相互関連に関する比較研究
から、各途上国それぞれの市場や政治経済的
条件と自然災害の特質との組み合わせに応
じて、有効な政策介入が異なることが明らか
になった。現途上国に関しては、南インドに
おける 2004 年インド洋津波の影響と信用の
役割、パキスタンにおける 2000 年代前半の
洪水と旱魃の消費へのインパクトや 2010 年
大洪水がもたらした資産への打撃とその回
復過程、フィリピンにおける台風の家計への
影響、ザンビア農村における大雨からの家計
の回復過程、フィジーにおける台風と援助の
インパクトなどに関し、詳細な家計レベルの
データを用いた実証研究を行った。同様の 
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定量分析を、戦前日本に関しても多彩なマイ
クロデータを発掘して適用し、農家の資産が
災害にどう反応したのか、そしてその裏腹で
農家の負債がどのような動学を示していた
かを明らかにした。 

第 2に、長期経済発展・貧困削減に資する
人的資本蓄積のパターンが明らかになった。
新たな教育ストック推計を東アジア主要諸
国に関して独自の手法により構築した。これ
に基づき、教育での先進国へのキャッチアッ
プと一人当たり GDP でのそれとの間にずれ
が存在することが判明した。このずれの背後
には、農耕社会段階から前期工業化段階への
移行、後期工業化段階への移行、脱工業化段
階への移行、それぞれに必要な人的資本の質
の違いがあることが考えられる。最初の移行
においては、低賃金で規律を守って働く人材
の育成が鍵となる。とはいえこのような労働
力が順調に形成され、農工間あるいは産業間
でスムーズに移動するとは限らず、インフォ
ーマルなネットワークやインフラストラク
チャー、信用アクセスなどの補完要因が重要
になることが、本プロジェクトのミクロ分析
で明らかになった。 

第 3に、以上のような成果を生みつつある
比較経済発展論の試みは、実際の開発政策に
役立つ可能性が高いものとして、学会での認
知が上昇しつつある。例えば、2011 年 3 月
以降、本格的経済改革を進めているミャンマ
ーは、良質で低賃金の労働力に富む新興国と
して注目を集めているが、同国経済に関し、
本プロジェクトの長期的な比較の視野が強
く反映された編著書が公刊された。歴史の事
例から長期経済発展に関して豊富な含意が
得られるがゆえに、開発経済学と経済史を融
合することの意義は非常に大きいと言える。 
 
５．今後の計画 

 途上国でのフィールド調査や戦前日本の
歴史資料発掘などを継続し、それらを集積し
たデータベースを比較経済発展論のための
研究基盤として公開し、学会の公共財とする
方向で作業を進める。研究内容に関しては、
残る 2年間で、特に以下の 3点に重点を置く。
第 1に、歴史的アプローチと計量経済学的ア
プローチとの融合、マクロ的アプローチとミ
クロ的アプローチとの融合を統一的に行う
手法として、家計の動学的最適化と市場一般
均衡効果のミクロ経済理論に基づいた数値
解析モデルを構築し、その予測を基に、ミク
ロ・マクロ、現代・歴史の諸側面を比較する
手法を確立させる。第 2に、中進国の罠を脱
却する上での人的資本蓄積のパターンにつ
いての研究を進める。本プロジェクトの当初
3 年間の成果は主に農耕社会段階から前期工
業化段階への移行、すなわち移行の第一局面
に重きがあった。これは、南アジアやアフリ
カの低所得途上国経済においての中心課題

を反映したものである。しかし第一局面にお
いて、移行の第二局面への準備をすることが
重要となる可能性がある。第 3に、より具体
的な政策の制度設計に関する分析を行う。現
在計画しているのは、アジア・アフリカ諸国
における天候保険導入および信用アクセス
改善である。 
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